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令和４年度  

令 和 ４ 年 ８ 月  

 



 
 

１ 政策評価の対象とした政策 

 

 

  

 事業評価（期中の評価）は、次のいずれかの時期及び要因に該当する次の事業地区（全

１地区）を対象として実施した。 

  ①事業採択後５年が経過した時点で未着手の事業（該当なし） 

  ②事業採択後１０年が経過した時点で継続中の事業（該当なし） 

  ③事業採択後１０年を超えて継続中で、直近の期中評価実施年度から５年経過した事

業（該当なし） 

  ④漁業情勢の急激な変化等により見直しの必要性が生じた事業（１地区） 
 

 

 
 
 
 
 

 

区 分 

 

事  業  名 

 

事前評価実施箇所数 
 

 

 
 
 
 

 
直 轄 

 

 
特定漁港漁場整備事業 

 
 １ 

 

 

２ 政策評価を担当した部局又は機関及びこれを実施した期間 

 

 

  

 本評価は、水産庁において、令和４年７月に実施した。 

 各事業区分の評価担当部局は、地区別期中評価書（別添１）の一覧表のとおりである。 

 
 

３ 政策評価の観点 

 

 

  

 本評価においては、費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化、漁業情勢、社会情

勢の変化等について点検し、総合的に評価を行った。 

 各事業地区の評価の観点は、地区別期中評価書（別添１）のとおりである。 

 
 

４ 政策効果の把握手法及びその結果 

 

 

  

 政策効果については、費用対効果分析を行うとともに事業特性に応じた政策効果を定量

的に測定・把握した。その結果は、地区別期中評価書（別添１）のとおりである。 
 

  

  



 
 
５ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

 
  

 
 本評価にあたっては、水産関係公共事業に関する事業評価技術検討会を令和４年７月に

開催し、当該事業の実施の妥当性について、専門的見地から意見を聴取し、検討の結果、

事業の継続が妥当である旨の意見を踏まえ、評価の客観性及び透明性の確保を図った。 
  なお、水産関係公共事業に関する事業評価技術検討会の委員構成は、（別添２）のとお

りである。 
 
 
６ 政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項 

 
 
  

 本評価を行う過程において使用した資料は、地区別期中評価書（別添１）及び水産関係

公共事業に関する事業評価技術検討会の資料である。 
 上記の（別添１）、水産関係公共事業に関する事業評価技術検討会の資料及び議事要旨

については、水産庁ホームページに掲載している。 
 
   別添１： 
                   https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/hyouka/index.html  
   水産関係公共事業に関する事業評価技術検討会における資料及び議事要旨： 
         https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/gizyutu/index.html  
 
 なお、本評価に関する問い合わせ先（事業主管課）は、（別添３）のとおりである。 
 
 
７ 政策評価の結果 

 
 
  

 評価の対象とした全ての事業地区において、事業実施の方針を次のとおりに決定した。 
 具体的な評価結果については、地区別期中評価書（別添１）のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

事  業  名 
 

 
 評価実施箇所数 

 
 
 
 
 

 
 

継続 
 

中止 
 

休止 
 

計画の 
見直し 

   特定漁港漁場整備事業 １       １    

 
 

 
 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/hyouka/index.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/gizyutu/index.html


（別添1）

地区別期中評価書



　１．特定漁港漁場整備事業　　

評価担当部局：漁港漁場整備部　整備課整備班

整理
番号

都道府県 事業区分 地区名
事業実施
主体

実施方針

1 沖 縄 県 直轄漁港整備事業 糸満
イトマン 水産庁 計画の見直し

※ 評価書中「期中評価実施の理由」欄については、期中評価実施の理由を以下から選択し、①～④で記
入している。
　①：採択後未着手のまま5年経過
　②：採択後未了のまま10年経過
　③：10年以上継続したもので直前の期中評価から5年目
　④：その他、漁業情勢の変化等により見直しの必要性が生じた

令和４年度事後評価（期中の評価）一覧表



（ ）

Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

今回の評価直前の評価

期中評価実施の理由 ④

事業費 6,510百万円 事業期間 令和２年度～令和９年度

2,249,099 6,507,450

2,776,617

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

総費用の変更の理由

　泊地浚渫による発生土砂量の増加及び浚渫土砂の処分方法の変更並びに岸壁整備に係る資材価格の
上昇等により費用が増加した。

便益算定項目について変更がある場合はその項目と変更の理由

　事業に伴う効果に鑑み、漁業取締時間の増大による出漁機会の増大効果、外来船の荒天時避難の受
入効果を追加した。

8,847,906

1.23

総便益(千円)

費用便益比(B/C)

その他費用対効果分析に係る要因の変化

※別紙「費用対効果分析集計表」のと
おり

　浚渫土砂の処分方法の変更に伴う事業期間の変更、原単位の更新。

1.36

　近年、沖縄周辺海域において、中国・台湾など外国漁船の操業が活発化しており、
違反操業の防止等が重要となっている。この中で、糸満漁港は漁業取締船の基地港と
しての役割を担っているものの、沖縄周辺海域では、漁業取締船が補給等のために寄
港する岸壁が不足しており、迅速かつ的確な取締りの支障となる恐れがある。加え
て、当漁港において、高度衛生管理型新市場の整備に伴い、従前より漁業取締船が係
留している岸壁が利用できなくなることから、代替施設の整備が早急に必要となって
いる。
　このため、糸満漁港に新たに取締船用岸壁・泊地の整備をするとともに、大型の取
締船の利用も可能とすることにより、取締能力の一層の強化を図る。

事業進捗率(%) 26.1%

総費用(千円)

主要工事計画  -7.0m岸壁(L=265m)、-7.0m泊地(A=120,000m2)

既投資事業費 1,700百万円

登録漁船隻数 208 隻 利用漁船隻数 333 隻

地区の特徴
　糸満市に位置する糸満漁港は、昭和48年に本格整備が開始され、沖縄県内唯一の第
３種漁港として、沖縄県水産業の流通拠点として整備が進められてきた。

２．事業概要

事業目的

主な漁業種類 近海まぐろはえ縄、いか釣り、ひき縄釣 主な魚種 まぐろ類、いか類、かじき類

漁業経営体数 80 経営体 利用漁業者数 102,120 人

事後評価書（期中の評価）

都道府県名 沖縄県 関係市町村 糸満市

1,992 トン

１．地区概要

漁港名（種別）

事業名 直轄特定漁港漁場整備事業 直轄漁港整備事業

地区名 糸満
ｲﾄﾏﾝ

事業主体 国（水産庁等）

糸満漁港（第３種） 漁場名 －

陸揚金額 1,595 百万円 陸揚量



Ⅲ　総合評価

　外国船の漁業取締体制の強化に寄与する事業であり、糸満漁港の機能強化に資することから、漁業
者、沖縄県及び糸満市は事業実施に異存はない。

４．関連事業の進捗状況

　特になし

５．地元（受益者、地方公共団体等）の意向

　特になし

計画策定後の漁業集落に関わる社会経済状況、自然状況の当初想定との相違と将来見通し

漁業形態、流通形態について当初想定との相違と将来見通し

　漁業形態については、計画当初から現在まで近海まぐろはえ縄、いか釣り、ひき縄釣が主で、
今後漁業形態に変化はない。また流通形態について、今後糸満水産物地方卸売市場の供用に伴
い、水産物の流通機能の高度化が見込まれる。

漁港施設等の利用状況について当初想定との相違と将来見通し

３．事業の進捗状況

６．事業コスト縮減等の可能性

　設計・積算の段階において、経済比較を行い、コスト縮減に努める。

　岸壁整備に着手しており、進捗率は約26.1％である。今後、残りの施設について整備を計画的に実
施する予定である。

　糸満漁港は尖閣諸島周辺海域等の取締を行う上での拠点であり、取締活動における当漁港の重
要性は高く、今後も同様の状況が続くことが想定される。

　当該地区は、漁業取締船の前線基地港として、重要な役割を担っているが、停泊できる係留施設が不足
しているため、漁業取締船の一部は燃料等の補給を九州で行っている。
　当該事業は、-7.0m岸壁、-7.0m泊地の整備を行うことにより必要な時に機動的な取締りが実現できるよ
う、当該漁港において取締船が即座に寄港できる体制を構築するものであり、地元も早期完成を望んでい
る。また、費用便益比率も１を超えており、経済効果についても確認されている。以上の結果より、本事
業の必要性及び経済性は高いと認められることから、事業の継続は妥当であると判断される。

２．漁業情勢、社会経済情勢の変化

(1)漁業情勢及び漁港施設、漁場施設等の利用状況と将来見通し

　当地区の組合員数は計画策定時の387人（H28）から346人（R1）となっており、今後も同程度数
で推移するものと予測される。

(2)その他社会情勢の変化

　特になし

７．代替案の実現可能性



１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

※端数処理の都合により、計と内訳が一致しない場合がある。

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

・

・

・

　産地市場の統合後も取締船用の岸壁を確保することで、糸満漁港を利用している取締船の継続
的な取締が可能となるとともに、関係漁業者の安心・安全の確保や違法操業による漁獲量の削減
が期待される。

　残土処理護岸を整備するに当たっては、既存護岸よりも天端を高くなることから、護岸背後の
家屋等への飛沫防止効果が発揮される。

　残土処理護岸の整備により造成された用地を地域活性化等、他の用途への利用が期待される。

6,507,450

1.36

その他
⑬施設利用者の利便性向上効果

⑭その他 2,522,535

8,847,906

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

評価項目 便益額（現在価値化)

水産物の生産性向上

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

自然保全・文化の継承

⑩自然環境保全・修復効果

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

非常時・緊急時の対処
⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果 5,829,581

⑤漁業就業者の労働環境改善効果

地域産業の活性化 ⑦漁業外産業への効果

生活環境の向上 ⑥生活環境の改善効果

漁業就労環境の向上

495,790

③漁獲可能資源の維持・培養効果

④漁獲物付加価値化の効果

事業名 直轄特定漁港漁場整備事業 施設の耐用年数 50年

費用対効果分析集計表

都道府県名 沖縄県 地区名 糸満



－7.0ｍ岸壁

直轄特定漁港漁場整備事業 糸満地区 事業概要図

事業主体 ：国（水産庁等）

主要工事計画：-7.0ｍ岸壁 265ｍ

-7.0ｍ泊地 120,000ｍ2

（-7.0ｍ泊地（残土処理護岸））

事業費 ：6,510百万円

事業期間 ：令和２年度～令和９年度

－7.0ｍ泊地

-7.0m泊地
（残土処理護岸）



【整理番号１】

１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

総費用（消費税込み）

内、消費税額

総費用（現在価値化） ① 6,507,450

糸満地区　直轄特定漁港漁場整備事業の効用に関する説明資料

事 業 目 的 　近年、沖縄周辺海域において、中国・台湾など外国漁船の操業が活発化して
おり、違反操業の防止等が重要となっている。この中で、糸満漁港は漁業取締
船の基地港としての役割を担っているものの、沖縄周辺海域では、漁業取締船
が補給等のために寄港する岸壁が不足しており、迅速かつ的確な取締りの支障
となる恐れがある。加えて、当漁港において、高度衛生管理型新市場の整備に
伴い、従前より漁業取締船が係留している岸壁が利用できなくなることから、
代替施設の整備が早急に必要となっている。
　このため、糸満漁港に新たに取締船用岸壁・泊地の整備をするとともに、大
型の取締船の利用も可能とすることにより、取締能力の一層の強化を図る。

主要 工事 計画 -7.0m岸壁(L=265m)、-7.0m泊地(A=120,000m2)

事 業 費 ６,５１０百万円

工 期 令和２年度～令和９年度

区分 算定式 数値

総便益額（現在価値化） ② 8,847,906

総費用総便益比 ②÷① 1.36

施設名 整備規模 事業費（千円）

-7.0m岸壁 L=265m 3,447,000

-7.0m泊地 A=120,000m2 3,063,000

維持管理費等 3,255,000

計 6,510,000

9,765,000

887,727

総費用（消費税抜き） 8,877,273

現在価値化後の総費用 6,507,450



（３）年間標準便益

　　　　　　　　          区分
  効果項目

計

　②漁業取締時間の増大による出漁機会の創出

　⑨外来作業船の荒天時避難の受け入れ効果

漁獲可能資源の維持・培養効果

漁業就業者の労働環境改善効果

漁獲機会の増大効果

漁獲物付加価値化の効果

水産物生産コストの削減効果

　⑭漁業取締コストの削減効果

生活環境の改善効果

避難・救助・災害対策効果

施設利用者の利便性向上効果

生命・財産保全・防御効果

その他の効果

効果の要因
年間標準便益額
（千円）

28,079

501,099

142,863

漁業外産業への効果

地域文化保全・継承効果

景観改善効果

自然環境保全・修復効果

330,157



（４）費用及び便益の現在価値算定表

事業費
（維持管理
費含む）

計
現在価値
（千円）

-2 2 1.082 1.000 100,000 90,909 98,364 0 0 0 0 0

-1 3 1.040 1.000 700,000 636,364 661,818 0 0 0 0 0

0 4 1.000 1.000 900,000 818,182 818,182 0 0 0 0 0

1 5 0.962 1.000 900,000 818,182 787,091 0 0 0 0 0

2 6 0.925 1.000 900,000 818,182 756,818 0 0 0 0 0

3 7 0.889 1.000 1,000,000 909,091 808,182 0 0 0 0 0

4 8 0.855 1.000 1,000,000 909,091 777,273 0 0 0 0 0

5 9 0.822 1.000 1,010,000 918,182 754,745 0 0 0 0 0

6 10 0.790 1.000 65,100 59,182 46,754 28,079 330,157 142,863 501,099 395,868

7 11 0.760 1.000 65,100 59,182 44,978 28,079 330,157 142,863 501,099 380,835

8 12 0.731 1.000 65,100 59,182 43,262 28,079 330,157 142,863 501,099 366,304

9 13 0.703 1.000 65,100 59,182 41,605 28,079 330,157 142,863 501,099 352,273

10 14 0.676 1.000 65,100 59,182 40,007 28,079 330,157 142,863 501,099 338,742

11 15 0.650 1.000 65,100 59,182 38,468 28,079 330,157 142,863 501,099 325,714

12 16 0.625 1.000 65,100 59,182 36,989 28,079 330,157 142,863 501,099 313,186

13 17 0.601 1.000 65,100 59,182 35,568 28,079 330,157 142,863 501,099 301,160

14 18 0.577 1.000 65,100 59,182 34,148 28,079 330,157 142,863 501,099 289,135

15 19 0.555 1.000 65,100 59,182 32,846 28,079 330,157 142,863 501,099 278,110

16 20 0.534 1.000 65,100 59,182 31,603 28,079 330,157 142,863 501,099 267,587

17 21 0.513 1.000 65,100 59,182 30,360 28,079 330,157 142,863 501,099 257,065

18 22 0.494 1.000 65,100 59,182 29,236 28,079 330,157 142,863 501,099 247,543

19 23 0.475 1.000 65,100 59,182 28,111 28,079 330,157 142,863 501,099 238,023

20 24 0.456 1.000 65,100 59,182 26,987 28,079 330,157 142,863 501,099 228,502

21 25 0.439 1.000 65,100 59,182 25,981 28,079 330,157 142,863 501,099 219,983

22 26 0.422 1.000 65,100 59,182 24,975 28,079 330,157 142,863 501,099 211,463

23 27 0.406 1.000 65,100 59,182 24,028 28,079 330,157 142,863 501,099 203,446

24 28 0.390 1.000 65,100 59,182 23,081 28,079 330,157 142,863 501,099 195,429

25 29 0.375 1.000 65,100 59,182 22,193 28,079 330,157 142,863 501,099 187,913

26 30 0.361 1.000 65,100 59,182 21,365 28,079 330,157 142,863 501,099 180,898

27 31 0.347 1.000 65,100 59,182 20,536 28,079 330,157 142,863 501,099 173,880

28 32 0.333 1.000 65,100 59,182 19,708 28,079 330,157 142,863 501,099 166,865

29 33 0.321 1.000 65,100 59,182 18,997 28,079 330,157 142,863 501,099 160,852

30 34 0.308 1.000 65,100 59,182 18,228 28,079 330,157 142,863 501,099 154,338

31 35 0.296 1.000 65,100 59,182 17,518 28,079 330,157 142,863 501,099 148,324

32 36 0.285 1.000 65,100 59,182 16,867 28,079 330,157 142,863 501,099 142,814

33 37 0.274 1.000 65,100 59,182 16,216 28,079 330,157 142,863 501,099 137,301

34 38 0.264 1.000 65,100 59,182 15,624 28,079 330,157 142,863 501,099 132,290

35 39 0.253 1.000 65,100 59,182 14,973 28,079 330,157 142,863 501,099 126,778

36 40 0.244 1.000 65,100 59,182 14,440 28,079 330,157 142,863 501,099 122,268

37 41 0.234 1.000 65,100 59,182 13,849 28,079 330,157 142,863 501,099 117,257

38 42 0.225 1.000 65,100 59,182 13,316 28,079 330,157 142,863 501,099 112,747

39 43 0.217 1.000 65,100 59,182 12,842 28,079 330,157 142,863 501,099 108,738

40 44 0.208 1.000 65,100 59,182 12,310 28,079 330,157 142,863 501,099 104,229

41 45 0.200 1.000 65,100 59,182 11,836 28,079 330,157 142,863 501,099 100,220

42 46 0.193 1.000 65,100 59,182 11,422 28,079 330,157 142,863 501,099 96,712

43 47 0.185 1.000 65,100 59,182 10,949 28,079 330,157 142,863 501,099 92,704

44 48 0.178 1.000 65,100 59,182 10,534 28,079 330,157 142,863 501,099 89,196

45 49 0.171 1.000 65,100 59,182 10,120 28,079 330,157 142,863 501,099 85,689

46 50 0.165 1.000 65,100 59,182 9,765 28,079 330,157 142,863 501,099 82,681

47 51 0.158 1.000 65,100 59,182 9,351 28,079 330,157 142,863 501,099 79,173

48 52 0.152 1.000 65,100 59,182 8,996 28,079 330,157 142,863 501,099 76,167

49 53 0.146 1.000 65,100 59,182 8,641 28,079 330,157 142,863 501,099 73,161

50 54 0.141 1.000 65,100 59,182 8,345 28,079 330,157 142,863 501,099 70,655

51 55 0.135 1.000 65,100 59,182 7,990 28,079 330,157 142,863 501,099 67,649

52 56 0.130 1.000 65,100 59,182 7,694 28,079 330,157 142,863 501,099 65,142

53 57 0.125 1.000 65,100 59,182 7,398 28,079 330,157 142,863 501,099 62,638

54 58 0.120 1.000 65,100 59,182 7,102 28,079 330,157 142,863 501,099 60,132

55 59 0.116 1.000 65,100 59,182 6,865 28,079 330,157 142,863 501,099 58,127

56 60 0.111 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

57 61 0.107 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

58 62 0.103 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

59 63 0.099 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

60 64 0.095 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

61 65 0.091 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

62 66 0.088 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

63 67 0.085 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

64 68 0.081 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

65 69 0.078 1.000 0 0 0 0 0 0 0 0

66 70 0.075 1.000 0 0 0 0 0 0 0

9,765,000 8,877,273 6,507,450 8,847,906

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定 1.36

※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。 2,340,456

5.9%

計 計

便益(千円）
評
価
期
間

年
度

割引率
デフ
レータ

費用（千円）

① ② ③ ①×②×③

事業費
（税抜）

現在価値
(維持管理費
含む)

漁業取締時
間の増大に
よる出漁機
会の創出

避難・救
助・災害対
策効果

その他効果
（漁業取締
コストの削
減） ④ ①×④



３．効果額の算定方法

①漁業取締時間の増大による出漁機会の創出

【便益発現期間】 R10年度～R59年度

備考

① 3

② 5

③ 220

④ 3

　１日当たりの出漁人数Ⅱ（人/日） ⑤ 2

⑥ 250

⑦ 3

　１日当たりの出漁人数Ⅱ（人/日） ⑧ 3

⑨ 15,428 漁業経営統計調査　令和２年

28,079 [①×{(⑦×⑥)－(④×③)}＋②×{(⑧×⑥)－(⑤×③)}]×⑨/1000

　対象隻数Ⅱ（隻）

　糸満漁港に漁業取締船が寄港可能な岸壁が整備されることにより、漁業取締船の給油や食料補給等のための移動時間が削減さ
れ、削減された時間を取締活動に当てることが可能となる。
　民間調達が必要なくなることから、本来の大型の漁業取締船の活動時間が増加することにより、取締活動の機動力が向上し、外
国漁船の違法操業や妨害行為等に対する抑止力となる。結果として、安心して漁業活動ができるエリアが広がり、出漁機会が増加
する。

（２）漁獲機会の増大効果

年間便益額（千円/年）

労務単価（円/日）

　対象隻数Ⅰ（隻）

区分

　１日当たりの出漁人数Ⅰ（人/日）

　年間出漁日数Ⅰ・Ⅱ（日/年）
ヒアリングによる
　調査日：令和３年11月4日,11月18日,12月15日
　調査場所：糸満漁業協同組合会議室
　調査対象者：糸満漁業協同組合
　調査実施者：復建調査設計(株)
　調査実施方法：ヒアリング調査

整備前

整備後

　年間出漁日数Ⅰ・Ⅱ（日/年）

　１日当たりの出漁人数Ⅰ（人/日）



①外来船の荒天時避難の受け入れ効果

【便益発現期間】 R10年度～R59年度

備考

① 2.7

H28～R2の平均台風接近回数
ヒアリングによる
　調査日：令和３年11月4日
　調査場所：（一財）沖縄県水産公社会議室
　調査対象者：（一財）沖縄県水産公社
　調査実施者：復建調査設計(株)
　調査実施方法：ヒアリング調査

② 1 -7.0m岸壁 係留可能隻数

③ 438,400

④ 306,900

⑤ 87,700

⑥ 211,300

⑦ 139,000

⑧ 34,700

⑨ 200

⑩ 200

⑪ 0

⑫ 0.059

⑬ 0.127

⑭ 0.213

⑮ 100.0

⑯ 101.0

⑰ 104,564 ①×②×(③＋⑥＋⑨)×⑫×⑯/⑮

⑱ 154,497 ①×②×(④＋⑦＋⑩)×⑬×⑯/⑮

⑲ 71,096 ①×②×(⑤＋⑧＋⑪)×⑭×⑯/⑮

⑳ 330,157 ⑰＋⑱＋⑲

　全損

　重大損傷

年間便益額（千円/年）

損傷区分別の便益額（千円/年）

　全損

　重大損傷

　軽微損傷

GDPデフレータ（H27）

船舶修繕期間中の損失額（千円/隻）
港湾投資の評価に関する解説書2011 P2-15-21
損失項目別の期待損失額(H27)
100GT～500GT未満

港湾投資の評価に関する解説書2011 P2-15-22
損傷区分別発生比率
100GT～500GT未満
７．沖縄

　重大損傷

　全損

　軽微損傷

　全損

　重大損傷

　軽微損傷

暦年デフレータ（内閣府）

人的損失額（負傷）（千円/隻）

　係留施設の整備により、荒天時に避難船が係留できるスペースが増加し、荒天時の避難船の受け入れ隻数が増加する。これに伴
い、台風来襲時等に海難による避難船の損失を回避できることが期待される。

（９）避難・救助・災害対策効果

区分

避難回数（回/年）

対象隻数（隻/回）

船舶損傷に伴う損害額（千円/隻）

損傷区分別の発生比率

　全損

　重大損傷

　軽微損傷

　軽微損傷

GDPデフレータ（R3）



（１４）その他の効果

①漁業取締コストの削減効果

【便益発現期間】 R10年度～R59年度

備考

① 1,984,200 水産庁調べ（H29～R3の実績より大型用船の契約額を算定）

●東京を母港にする取締船の代替

② 6

③ 6

④ 4.0

⑤ 2.0

⑥ 4.0

⑦ 0.5

⑧ 54 ②×③×((④＋⑤)－(⑥＋⑦))

⑨ 107,147 ①×⑧/1000

●九州を母港にする取締船の代替

⑩ 2

⑪ 6

⑫ 2.0

⑬ 2.0

⑭ 2.0

⑮ 0.5

⑯ 18 ⑩×⑪×((⑫＋⑬)－(⑭＋⑮))

⑰ 35,716 ①×⑯/1000

⑱ 142,863 ⑨＋⑰合計年間便益額（千円/年）

東京を母港にする隻数（隻）

(整備前)取締海域～九州の移動日数（日/航海）

(整備後)取締海域～沖縄の移動日数（日/航海）

延べ用船代替日数（日）

年間便益額（千円/年）

区分

漁業取締船舶の用船契約の日平均額（円／隻・日）

年間便益額（千円/年）

九州を母港にする隻数（隻）

(整備前)東京～取締海域の移動日数（日/航海）

(整備後)東京～取締海域の移動日数（日/航海）

(整備後)取締海域～沖縄の移動日数（日/航海）

延べ用船代替日数（日）

(整備前)取締海域～九州の移動日数（日/航海）

水産庁調べ

１隻あたりの航海数（航海/年）

(整備前)九州～取締海域の移動日数（日/航海）

水産庁調べ

１隻あたりの航海数（航海/年）

(整備後)九州～取締海域の移動日数（日/航海）

　漁業取締船が補給のために博多へ移動している時間は、取締を行えないので、その間を補完する代替手段として、民間に取締を
依頼する必要が生じる。取締船が寄港可能な岸壁を整備することにより、民間に依頼する取締時間を削減することが可能となる。
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